
都は、夢や希望の持てる社会の実現に向けた 10 年間の具体的な
工程表として「東京都長期ビジョン」を発表しました。

※レガシービジョン：オリンピックを契機に次世
代に継承していく施設などの有形財産や文化・
教育などの無形財産を展望する計画のこと

基本目標Ⅰ

基本目標Ⅱ

～目指すべき将来像～「世界一の都市・東京」の実現を目指して

政策の方向性を示す８つの「都市戦略」

将来像の実現に向けた２つの「基本目標」
史上最高のオリンピック・パラリンピックの実現
課題を解決し、将来にわたる東京の持続的発展の実現

政策全体に共通する５つの視点
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「東京都長期ビジョン」を発表
都は、「世界一の都市・東京」の早期実現に向けて、必要な取組を
加速化させるため、補正予算を可決しました。

オリンピック・パラリンピック開催に向けた準備
◆大会関連ボランティアの裾野拡大等に係る調査
◆外国人旅行者の受入基盤強化に係る調査  など
水素社会の実現
◆燃料電池自動車等導入促進事業
◆水素ステーション設備等導入促進事業
女性が活躍する社会の実現
◆女性の活躍推進に向けた気運醸成事業
◆女性の活躍推進人材育成事業

福祉保健施策の充実
◆保育従事職員宿舎借り上げ支援事業
◆障がい者（児）施設設置のための用地確保策の充実
◆特別養護老人ホームの整備に係る加算補助  など
災害対策・契約不調対策
◆土砂災害防止法に基づく基礎調査の前倒し
◆木密地域不燃化10年プロジェクトの加速化  など

補正予算額 188億円

都は、2020 年東京大会実施準備会議の特命組織として「レガシー
委員会」を立ち上げ、全庁的体制で、レガシーの検討を始めました。大会
後の競技施設活用などのハード
面とスポーツ、観光、教育などの
ソフト面の両面についても検討を
進め、2020 年大会のレガシーの
全体像を来年度「レガシービジョ
ン」として取りまとめていきます。

我が国が深刻な人口減少問題に直面し、20 年に及ぶデフレの中で
地方経済の疲弊が指摘される中、「地方創生」は喫緊の課題です。
「東京対地方」という構図では
なく、東京も地方も持続可能な
発展を目指す取り組みとしての
「地方創生」と捉え、来年度の
予算編成においても都として
実効性の高い取組を進めていき
ます。

　 東京と地方が相互に連携して共に発展

地方創生オリンピック・パラリンピック

　 「レガシービジョン」を策定

51億円

137億円

東京都議会の第四回定例会の代表・一般質問
（12月17日～12月18日）で都議会公明党は、オ
リンピック・パラリンピック施策、福祉や医療、産
業施策などの分野で積極的に議論を展開しました。

都議会議員

鈴木かんたろう
TEL.03-3895-4241
〒116-0001    荒川区町屋3-16-15



　 周辺海域と島民を守るため実効性のある方策を

　 医療体制を整備

認知症の原因はさまざまあり、根本的な治療はまだ確立されて
いませんが、早期発見によって改善する場合や、進行を遅らせる
ことが可能な場合もあります。今後、都は早期発見・早期治療を
進めるため、認知症初期集中支援チームを全区市町村に配置できる
よう推進していきます。

現在、見守りまたは支援が必要な認知症高齢者は、高齢者人口の
約１割となり年々増加傾向にあります。そこで都は、区市町村単位で、
専門医療相談や認知症の診断ができる「診療所型等の認知症疾患医療
センター」を設置し、既存の都内 12 のセンターを基幹としたネット
ワークを構築することにより、身近な地域で認知症の方とその家族を
支える体制を整備していきます。

　 早期発見・早期治療

認知症高齢者を抱える家族にとって、最大の課題が「徘徊」です。
そのためには地域で見守るネットワークの構築が大変に重要です。
現在都は、区市町村がいつでも
行方不明高齢者等の情報を更新
し、最新情報を閲覧できる
「関係機関向け情報共有サイト」
の構築を独自に進めています。
今後とも地域で見守るネット
ワークづくりに取り組んでいき
ます。

　 都独自の取り組みを推進
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認知症対策

離島対策

都庁ホームページの外国語版が
「文字情報ばかりで使いにくい」
などの声を受け都は、海外からも
容易に検索できる世界標準のデザ
インを取り入れ、近日中に全面的
に刷新します。

外国語版都庁ホームページを刷新

都市広報の取り組み一般質問

小笠原諸島周辺海域での中国漁船によるサンゴ密漁に対して、
都議会公明党は 10 月下旬に現地に赴き調査を行いました。その調査
結果を受け都は、密漁に対する罰金強化を国に
働きかけるとともに、警視庁機動隊等の増員に
よる陸上での警備強化などの対策が素早く講じ
られ、事態は沈静化しました。今後は再発防止策
を講じるよう、国に強く働きかけていきます。

震災前の 10 年間の福島県の観光客入込状況は、5,000 万人台半ば
で推移していましたが、震災のあった平成 23 年は 3,500 万人まで激
減してしまいました。被災地から要望を受けた都議会公明党が提案し
実施された「被災地応援ツアー」で平成 24 年、25 年には 4,000 万人
台半ばまで回復しました。震災前の観光客入込数回復に向けて、引き
続き「被災地応援ツアー」を継続していきます。
※被災地応援ツアー：宿泊・延べ20,000泊（年間）／1人1泊あたり3,000円を補助

　 震災前の観光客数まであと一歩

被災地支援

クレジットカード納税

納税対象拡大を準備
都議会公明党が提案したクレジットカード

納税は、2011 年度から自動車税で開始しました。年々利用者が
増加し、2014 年度には、開始当初の２倍となりました。都は、
来年 4 月から個人事業税や固定資産税などでも始められるよう
システムを改修しています。手続き可能期間の拡大など、今後も
クレジットカード納税の利便性向上に取り組んでいきます。

これまで都は、３万人を超える職員の派遣、被災地応援ツアーなど、
総力を挙げて被災地を支え、ま
た 1000km 縦断リレーや被災地
の子どもたちとのスポーツ交流
など、スポーツの力で被災地復
興を支援する様々な事業を展開
してきました。引き続き、被災
者の方々に寄り添い、真に役立
つ支援に取り組んでいきます。

　 被災地の復興なくして東京五輪の成功なし

　 再生可能エネルギーの割合を20％達成に向け強力に推進

環境

東北電力や九州電力で、電力系統への接続に
制約がかかるなど、再生可能エネルギーの導入
拡大に向けた全国的な課題が明らかになってい
ます。都は、再生可能エネルギー拡大の気運を
失速させることなく、既存住宅等への太陽光発
電の導入や、都市型バイオマス発電の推進など、
導入を加速する方策を講じていきます。

　 低炭素社会の切り札に
現状、水素は主に化石燃料から生成されてい

ます。しかし、再生可能エネルギーの電力で水を
分解し、大量に水素を製造するシステムが実用化されれば、まさに
Co2 フリーの電力源になります。都は、再生可能エネルギー由来の
水素活用設備の導入促進など、独自の支援策を実施していきます。


